第１号様式（第５関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿
住　　所
申請者　名　　称
代表者職氏名

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付申請書

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金の交付を受けたいので、青森県補助金等の交付に関する規則（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第３条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり申請します。
　申請にあたっては、公募要領を確認し、その内容を十分に理解しています。また、　　　本補助事業の審査及び実施のために必要な範囲において、申請内容、経営計画及び事業の進捗状況等について、連携金融機関と県が情報を共有することに同意します。
記
１　添付書類
（１）企業成長ビジョン整理シート（第２号様式）
（２）連携金融機関による連携確認書（第３号様式）
（３）暴力団排除に関する誓約事項（第４号様式）
（４）補助対象経費の内容を明らかにした見積書等
（５）会社の概要がわかる書類（会社概要、パンフレット等）
（６）定款の写し（個人事業主の場合は開業届）、法人の登記事項証明書（原本）
（７）直近３事業年度分の決算報告書の写し
（個人事業主の場合は直近３事業年度分の確定申告書の写し）
２　補助事業に要する経費　　　　　　　　　　　　　　　円
３　補助対象経費　　　　　　　　　　　　　　　　　　　円
４　補助金交付申請額　　　　　　　　　　　　　　　　　円

（注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額がある場合は、当該額を補助金交付申請額から減額して申請すること。

第２号様式（第５関係）

企業成長ビジョン整理シート
当該シートは現状の認識等を確認するものであり、今後、策定する経営計画の方向性と内容が異なることがあっても差し支えありません。なるべく経営者自身に作成いただくか、経営者の確認を受けてください。（作成ページは複数枚にわたっても構いません。）




１　事業者の概要
	事業者名称
	

	代表者職・氏名
	

	本社所在地
	

	その他の事業所
	

	創業年（設立年）
	

	業種（中分類）
	
	業種（小分類）
	

	事業内容（概要）
	


	従業員数
	計  名（役員　名、正規  名、非正規  名）

	主要仕入先
	

	主要販売先
	

	（地域・チャネル）
	

	ホームページURL
	



２　収支・財務の状況
	直近売上高
	百万円
	☐ 増加傾向　☐ 横這い　☐ 減少傾向

	直近営業利益
	百万円
	自己資本比率
	　    ％

	財務面の強み
	


	財務面の課題
	




３　成長の方向性・戦略
（１）自社の経営目標（あるべき姿）
	定量目標
	



	定性目標
	





（２）「自社の強み」について記述してください。（技術、ノウハウ、人材、取引関係など）
	







（３）今後「どのように」成長を図っていきたいか記述してください。
	







（４）自社で認識する「成長に向けた課題」について記述してください。
	








（５）連携金融機関との「関係性」や「期待する役割や支援」について記述してください。
	






（６）県など行政に「期待する役割や支援」について記述してください。
	





（７）経営者としての「成長や賃上げ」に対する考え方について記述してください。
	








（８）経営計画を策定・実行する場合の「実施体制」について記述してください。
	






（９）実施スケジュール
	






（10）「100億宣言」の実施について（該当する項目にチェック）
	☐ 実施済　　☐ 実施予定　　☐ 検討中　　☐ 実施予定なし




（作成者）
担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　



第３号様式（第５関係）
令和　年　月　日

　　青森県知事　　　　　　殿

                     　　                住　　　所
                      　　連携金融機関   名称及び
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金に係る
連携金融機関による連携確認書

記
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





上記事業者が申請する令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費　補助金の趣旨を理解し、当金融機関は連携金融機関として、経営計画の策定又は実行に当たる支援について継続的に関与することを確認します。
本事業の実施に当たり、青森県から求めがあった場合には、事業の進捗状況等に関する情報提供に協力します。

なお、本確認書は、融資の実行又は融資条件の変更等を約束するものではありません。


担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　

※　本様式は連携金融機関が記載してください。
※　代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する連携金融機関の内部規定等により判断してください。
（１）成長が期待されると判断する理由



















（２）当該事業者に期待する点（内外にもたらす効果）



















（３）金融機関としての支援の方向性（関与の仕方）



















第４号様式（第５関係）
令和　年　月　日

　　青森県知事　　　　　　殿

                     　　                住　　　所
                      　申請者   名称
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　代表者職氏名　　　　　　　　　　　　

暴力団排除に関する誓約事項

　補助金の交付を申請するに当たって、また、補助事業の実施期間内及び完了後においては、下記のいずれにも該当しないことを誓約いたします。この誓約が虚偽であり、　　又はこの誓約に反したことにより、当方が不利益を被ることとなっても、異議は一切　　申し立てません。

記

１　法人等（個人、法人又は団体）が、 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第７７号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。　　以下同じ。）であるとき又は法人等の役員等（個人である場合はその者、法人である場合は役員、団体である場合は代表者、理事等、その他経営に実質的に関与して　　いる者をいう。以下同じ。）が、暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき。

２　役員等が、自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき。

３　役員等が、暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき。

４　役員等が、暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれと社会的に非難されるべき関係を有しているとき。

第５号様式（第６関係）
番号
令和　年　月　日
補助事業者　　殿
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　青森県知事
令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付決定通知書

令和　　年　　月　　日付けで交付申請のあった令和７年度青森県金融機関連携型　成長戦略策定・推進事業費補助金については、青森県補助金等の交付に関する規則　　（昭和４５年３月青森県規則第１０号）第４条第１項の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知します。
記

１　補助金の交付の対象となる事業の内容は、令和　　年　　月　　日付け令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付申請書に記載のとおりとする。

２　補助対象経費及び補助金交付決定額は、次のとおりとする。
（１）補助対象経費　　　　　　　　　　　円
（２）補助金交付決定額　　　　　　　　　円

３　補助金の確定額は、補助対象経費の実支出の２分の１又は１，０００，０００円のいずれか低い額とする。

４　補助事業者は、青森県補助金等の交付に関する規則及び令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付要綱で定めるところに従わなければならない。

５　補助金に係る消費税及び地方消費税相当額については、交付要綱の定めるところにより、消費税及び地方消費税に係る仕入額控除税額が明らかになった場合は、当該　　消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額すること。

第６号様式（第７関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿

住　　所
補助事業者　名　　称
代表者職氏名

[bookmark: _Hlk224231370]令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業変更承認申請書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業の内容について、下記のとおり変更したいので、令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付要綱第７第１号の規定により、その承認を申請します。

記

１　変更の理由

２　変更の内容





第７号様式（第７関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿

住　　所
補助事業者　名　　称
代表者職氏名

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業中止（廃止）承認申請書

　令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業について、下記のとおり中止（廃止）したいので、令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付要綱第７第２号の規定により、その承認を申請します。

記

１　中止（廃止）の理由

２　中止の期間（廃止の時期）



 

第８号様式（第９関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿

住　　所
補助事業者　名　　称
代表者職氏名

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業完了（廃止）実績報告書

令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号で補助金の交付決定の通知を受けた令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業が完了（を廃止）したので、青森県補助金等の交付に関する規則第１２条の規定により、関係書類を添えて下記のとおり報告します。

記

１　事業完了（廃止）年月日　　　令和　　年　　月　　日

２　事業費　　　　　　　　　　　　　　　　円

３　補助金額　　　　　　　　　　　　　　　円

４　添付資料
（１）本事業において策定した経営計画
（２）経営計画の実行に係るコンサルティング費がある場合は、当該業務の実施内容が確認できる報告書その他これらに類する書類
（３）連携金融機関による内容確認書（第９号様式）
（４）補助対象経費に係る支払証拠書類の写し
（５）補助対象経費の支払根拠となる契約書、その他業務内容及び対価を確認できる書類

（注）消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額がある場合は、当該額を補助金額から減額して報告すること。


第９号様式（第９関係）

令和　年　月　日

　　青森県知事　　　　　　殿

                     　　                住　　　所
                      　　連携金融機関   名称及び
　　　　　　　　　　　　　 　　　　　　　代表者氏名　　　　　　　　　　　　

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金に係る
連携金融機関による内容確認書

記
事業者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　





上記事業者が令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付要綱に基づき策定した経営計画について、当金融機関は連携金融機関として策定に関与し、内容を把握の上、上記事業者の経営規模の拡大及び賃金水準の向上に資する計画であることを確認しました。

なお、本確認書は、当該経営計画の実現、並びに融資の実行又は融資条件の変更等を約束するものではありません。


担当者名：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
所属部署：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
電話番号：　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　
担当者メールアドレス：　　　　　　　　　　　　　　　

※　本様式は連携金融機関が記載してください。
※　代表者氏名欄に記入する氏名は、記載する連携金融機関の内部規定等により判断してください。

第１０号様式（第１２関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿

住　　所
補助事業者　名　　称
代表者職氏名

令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金請求書

令和 　年 　月 　日付け青企支第　　 号で交付決定の通知を受けた令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金を下記のとおり請求します。

記


１ 請求金額　　　　　　金　　　　　　　　　　　　　　　　円


２ 振込先
	金融機関名、支店名
	



	口座種別・口座番号
	



	口座名義（カナ）
	　　　　　　　　　　　　　

（　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　）




第１１号様式（第１３関係）
令和　年　月　日

青森県知事　　殿

住　　所
補助事業者　名　　称
代表者職氏名

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額報告書

　令和７年度青森県金融機関連携型成長戦略策定・推進事業費補助金交付要綱第１３の規定により、下記のとおり報告します。

記

１　青森県補助金等の交付に関する規則第１３条に基づく確定補助金額（令和　　年　　月　　日付け青企支第　　号による補助金の額の確定通知額）
　円
２　補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　円
３　消費税及び地方消費税額の確定に伴う補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額
　円
４　補助金返還相当額（３－２）
円
（注）１　別紙として積算の内訳を添付すること。
２　課税事業者の場合であっても、単純に補助金の消費税率相当額が消費税及び地方消費税に係る仕入控除による減額等の対象額ではない。
３　補助事業の遂行に伴い課税売上が発生する場合には、消費税額及び地方消費税額から控除税額を差し引いた後の控除不足額を消費税仕入控除額とする。

